
1端末設備等規則の改正

新設条文

（非常時事業者間ローミング）
第三十二条の二十四の二 インターネットプロトコル移動電話端末は、非常時事業者間ローミン
グ（電気通信事業者が、天災、事変その他の非常事態又は事業用電気通信設備の損壊、故障そ
の他の事由により当該電気通信事業者のインターネットプロトコル移動電話用設備（以下この
条において「自網」という。）に利用者のインターネットプロトコル移動電話端末を接続できな
いときに、当該電気通信事業者と他の電気通信事業者との取決めに基づいて臨時に当該他の
電気通信事業者が設置するインターネットプロトコル移動電話用設備（以下この条において
「救済網」という。）に当該インターネットプロトコル移動電話端末を接続させることをいう。）に
係る次の機能であつて総務大臣が別に告示するものを備えなければならない。
一 インターネットプロトコル移動電話端末が救済網に過大な負荷を与えないようにするもの
二 インターネットプロトコル移動電話端末の状態を救済網に通知するもの
三 インターネットプロトコル移動電話端末が接続している救済網の名称を利用者が識別し、
及び接続する救済網を選択することができるようにするもの

四 救済網のみを用いて通信を行う場合（利用者の認証を自網における設備を用いて行う場
合を含む。）にあつては、救済網の基地局が発信する報知情報に基づいて緊急通報を発信
できるもの

五 救済網を経由し自網を用いて通信を行う場合にあつては、電気通信番号規則別表第十一
号に掲げる付加的役務識別番号（発信元の電気通信番号又は位置情報の通知及び非通知
に係るものに限る。）を同表第十二号に掲げる緊急通報番号の先頭に付加されて行われた
発信であつても緊急通報を発信できるもの

非常時における事業者間ローミングに対応するために端末設備が具備すべき機能について、端末設備等規則
の改正を行うもの。（同規則第3２条の2４の２を新設。）
その際、端末設備等規則では求める機能を大括りして規定し、告示でそれぞれの詳細を規定することとする。



2事業用電気通信設備規則の改正

改正後 改正前

第四款 携帯電話用設備、特定携帯電話用設備及びＰＨＳ用設備

（緊急通報を扱う事業用電気通信設備）
第三十五条の二十 （略）

２ 第三十五条の六第二号の規定は、前項の事業用電気通信設備について準用
する。ただし、電気通信役務の提供に直接係る機能に重大な支障を及ぼす故
障等の発生時に、緊急通報を行うため、一時的に他の者の電気通信設備を利
用する場合であって、やむを得ない事由があるときは、この限りでない。

３ 第三十五条の六第三号の規定は、第一項の事業用電気通信設備について準
用する。ただし、電気通信役務の提供に直接係る機能に重大な支障を及ぼす
故障等の発生時に、緊急通報を行うため、一時的に他の者の電気通信設備を
利用する場合は、この限りでない。

第四款 携帯電話用設備、特定携帯電話用設備及
びＰＨＳ用設備

（緊急通報を扱う事業用電気通信設備）
第三十五条の二十 緊急通報を扱う事業用電気通
信設備は、その発信に係る端末設備等に接続する
基地局の設置場所等に応じ、適当な警察機関等
に接続しなければならない。

２ 第三十五条の六第二号及び第三号の規定は、前
項の事業用電気通信設備について準用する。

電気通信役務の提供に直接係る機能に重大な支障を及ぼす故障等の発生時
→被災網のネットワーク設備に障害がある場合を指す

一時的に他の者の電気通信設備を利用する場合
→ローミングにより救済網を利用することを指す

やむを得ない事由
→電気通信番号が送信されない理由が、電気通信事業者の責によらないものであることを指す

非常時における事業者間ローミングを行うに当たって、緊急通報に関し、技術的にやむを得ない制約による
下記の挙動を許容するため、事業用電気通信設備規則の改正を行うもの。（同規則第35条の20の改正）

・緊急通報を発信した端末設備等に係る電気通信番号及び発信に係る位置情報又は発信を受けた基地局に
係る位置情報を緊急通報受理機関の端末設備に送信できない場合がある。（同規則第35条の６第２号関係）
・緊急通報受理機関に送信した電気通信番号による呼び返しができない場合がある。（同条第３号関係）
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